
（ 2） ため池の防災減災事業の実施に当たり、詳細調査により対策工事の必要性を適切に判

定するなどするとともに、要改修ため池について、ソフト対策として実施すべき具体

的な事項を示した上で、対策工事が実施されるまでの間、適切にソフト対策を講ずる

などするよう都道府県等に対して指導することにより、ため池の防災減災事業が適切

に実施されるよう改善の処置を要求したもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）農林水産本省 （項）農業生産基盤整備事業費

部 局 等 農林水産本省、 7農政局

補 助 の 根 拠 予算補助

事 業 主 体 府 2、県 21、市 128、町 59、村 7、土地改良区等 12、計 229事業主

体
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防災減災事業の
概要

総合的な防災・減災対策を実施することにより、農業生産の維持、農

業経営の安定及び地域住民の暮らしの安全を図り、もって災害に強い

農村づくりを推進するもの

検査の対象とし

たた
�

め
�

池の箇所
数、詳細調査に
係る業務委託の
契約数及び国庫
補助金交付額⑴

10,346か所 1,532契約 183億 7151万余円（平成 25年度～30年度）

⑴のうち豪雨調
査において対策
工事の必要性が
適切に判定され

ていないた
�

め
�

池
の箇所数、詳細
調査に係る業務
委託の契約数及
び国庫補助金交
付額⑵

3,899か所 124契約 9億 3271万円

⑴のうち耐震調
査において対策
工事の必要性が
適切に判定され

ていないた
�

め
�

池
の箇所数、詳細
調査に係る業務
委託の契約数及
び国庫補助金交
付額⑶

142か所 104契約 17億 9175万円

⑴のうちソフト
対策が講じられ
ておらず、ため
池管理者に対し
てソフト対策に
係る調整等も行
われていない要
改修ため池の箇
所数、詳細調査
に係る業務委託
の契約数及び国
庫補助金交付額
⑷

1,342か所 775契約 86億 8037万円

⑵、⑶及び⑷の
純計

5,298か所 937契約 103億 5202万円（背景金額）

【改善の処置を要求したものの全文】

ため池の防災減災事業について

（令和元年 10月 21日付け 農林水産大臣宛て）

標記について、会計検査院法第 36条の規定により、下記のとおり改善の処置を要求する。

記

1 事業の概要

⑴ 防災減災事業の概要

貴省は、農業生産の維持、農業経営の安定及び地域住民の暮らしの安全を図り、もって

災害に強い農村づくりを推進するために、農地防災事業等補助金交付要綱（昭和 31年 31農
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地第 4122号農林事務次官依命通知）等に基づき、総合的な防災減災対策を実施する都道府

県、市町村等（以下「都道府県等」という。）が実施する農村地域防災減災事業（以下「防災減

災事業」という。）等に対して国庫補助金を交付している。

農村地域防災減災事業実施要綱（平成 25年 24農振第 2114号農林水産事務次官依命通知）等に

よれば、防災減災事業の事業内容は調査計画事業、整備事業、体制整備事業の三つに区分

されている。このうち、調査計画事業は、農業用ため池
（注 1）
（以下「ため池」という。）等の農業

用施設を対象にして、地域の防災減災対策に必要な諸条件について行う調査等を実施する

事業であり、整備事業は、災害発生のおそれのある施設の整備及び防災安全度の向上を図

るために行う施設の整備を実施する事業である。また、体制整備事業は、ため池における

不測の事態に備えるとともに、一刻も早い整備を進めるために行う監視・管理体制の強

化、権利関係の調整等を実施する事業である。

（注 1） 農業用ため池 降水量が少なく、流域の大きな河川に恵まれない地域等で、農業用水

を確保するために水を貯え取水ができるよう人工的に造成された池をいう。

⑵ 豪雨及び地震によるた
�

め
�

池の被災状況

貴省の調査によれば、自然災害によるた
�

め
�

池の被災件数は、平成 20年から 29年までの

10年間に 8,808件となっており、このうち約 7割が豪雨によるもの、約 3割が地震による

ものとされており、8,808件のうち 324件については堤体の決壊に至ったものとされてい

る。そして、これらた
�

め
�

池の被災形態には、豪雨による貯水位の上昇等により雨水が堤体

内に浸透したり、堤体を越えて流出したりすることにより堤体が損傷するものや、地震動

により堤体が沈下したり崩壊したりするものなどがある。

⑶ 貴省におけるた
�

め
�

池に係る防災減災対策の取組

貴省は、豪雨、地震等により多くのた
�

め
�

池が被災していることなどを背景にして、25

年 3月に、早急に対策を講ずべきた
�

め
�

池を把握し、効果的・効率的な防災減災対策を計画

的に推進することを目的として、都道府県等に対して、仮に決壊した場合に下流への影響

が大きい一定規模（受益面積 0.5ha）以上又は一定規模を下回っていても人家や病院、学校

等の重要な公共施設へ影響を与えるおそれがあるなどのた
�

め
�

池を対象に、構造的危険度等

のた
�

め
�

池の現状を把握するための点検（以下「一斉点検」という。）の実施を要請するなどし

ている。

貴省が上記の要請に併せて示した「農業用ため池一斉点検実施要領」によれば、一斉点検

において実施する点検項目は、堤体諸元、堤体老朽度、洪水吐の有無及び流下能力、下流

の状況（人家、公共施設等の有無等）等とされており、これらの点検結果に応じて、ため池

ごとに、豪雨に対するより詳細な調査（以下「豪雨調査」という。）及び地震に対するより詳

細な調査（以下「耐震調査」といい、豪雨調査又は耐震調査を行う調査を「詳細調査」とい

う。）を実施する優先度が判定されるようになっている。

そして、貴省は、都道府県に対して、「農業用ため池の一斉点検結果を踏まえた今後の

対応について」（平成 26年 8月 29日付け 26農振第 1228号農村振興局整備部防災課長通知）等を

発するなどして、一斉点検の結果を踏まえた詳細調査を実施することのほか、次のような

対応を執るとともに、市町村等に対しても周知するよう依頼している。

ア 詳細調査の結果、豪雨又は地震に対して必要な性能を確保するための改修工事（以下

「対策工事」という。）が必要とされたた
�

め
�

池（以下「要改修ため池」という。）については、

速やかな対策工事の実施に努めること
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イ 対策工事の実施には所要の時間・調整を必要とすることから、対策工事を実施するま

での間の対応として、ため池の決壊により浸水が想定される区域（以下「浸水想定区域」

という。）の円滑な避難を確保するために作成したた
�

め
�

池ハザードマップ（以下「ハザード

マップ」という。）を活用して、防災訓練や災害学習等を実施したり、ため池の管理者（以

下「ため池管理者」という。）等と調整の上、災害を未然に防止するための事前の水位低

下、情報連絡体制の構築、出水期等の点検項目・頻度の見直しなどの監視・管理体制の

強化等の措置を講じたりするよう努めること（以下、これらハザードマップの活用や監

視・管理体制の強化等に係る対策を「ソフト対策」という。）

そして、都道府県等は、防災減災事業のうちの調査計画事業の一環として、一斉点検や

詳細調査を業務委託により実施するなどしている。

⑷ 対策工事の必要性の判定の際に考慮すべき項目

詳細調査の実施方法等について具体的に示されたものはないため、各都道府県等は、独

自の判断により、貴省がた
�

め
�

池改修の設計に関する事項を取りまとめた「土地改良事業設

計指針「ため池整備」」（農林水産省農村振興局整備部監修。以下「ため池指針」という。）に示さ

れている設計の基本事項、ため池改修の必要性を判断する事項等から照査方法を決定する

などして詳細調査を実施している。

ため池指針によれば、災害を未然に防止するためのた
�

め
�

池改修の必要性を判断するに当

たっては、堤体の漏水、クラック、変形等のほか、水理計算により、堤体の余裕高（以下

「堤体余裕高」という。）が不足していないか、洪水吐の断面（以下「洪水吐断面」という。）が

不足していないかなどの確認を行うこととされている。そして、これらのうち、堤体余裕

高については、設計洪水流量
（注 2）

の流水が洪水吐を流下する際の水位が、堤頂を越流すること

がないよう十分な高さとなっているか照査することとされており、洪水吐断面について

は、設計洪水流量の流水を安全に流下させることができる断面が確保され、貯水位の異常

な上昇を防止する構造となっているか照査することとされている。

そして、設計洪水流量については、①200年確率洪水流量
（注 2）

、②観測又は洪水痕跡等から

推定される既往最大洪水流量、③近傍流域における水象又は気象の観測結果から推定され

る最大洪水流量（以下、これらの洪水流量を合わせて「200年確率洪水流量等」という。）と

を比較して、そのうち最も大きい洪水流量に基づくなどして決定することとされている。

また、堤体が決壊した際の下流への影響（以下「被災による影響」という。）を考慮して、

ため池ごとに、耐震設計に当たって考慮すべき重要度の区分（以下「重要度区分」という。）

を決定し、重要度区分に応じた耐震性能が確保されているか照査することとされている。

（注 2） 設計洪水流量・200年確率洪水流量 「設計洪水流量」とは、設計上考慮される最大の

洪水流量をいい、「200年確率洪水流量」とは、確率的に 200年に 1回起こると推定

される洪水流量をいう。

⑸ ため池の重要度区分と耐震性能

ため池指針によれば、ため池の重要度区分は、被災による影響に応じて AA種、A種及

び B種の三つに区分されている。そして、ため池が保持すべき耐震性能の照査について

は、レベル 1地震動
（注 3）

に対して施設の健全性を損なわないことを確認する照査（以下「L 1照

査」という。）と、レベル 2地震動
（注 3）

に対して限定された損傷にとどまることを確認する照査

（以下「L 2照査」という。）が定められており、L 1照査は全ての重要度区分において実施す

第
3
章

第
1
節

第
9

農
林
水
産
省

― 371 ―



ることとされているが、L 2照査は AA種についてのみ実施することとされている。そし

て、L 1照査については、安全率
（注 4）

が 1.2以上であることを、L 2照査については、堤体の沈

下量が許容される沈下量を上回らないことをそれぞれ確認することとされている。

また、ため池の重要度区分については、下流の土地利用や地形状況等を調査し、被害想

定範囲や被害対象を明らかにした上で決定しなければならないとされており、各重要度区

分に係る要件は表のとおり定義されている。

表 ため池の重要度区分と区分の定義

重要度区分 区分の定義

AA種
① 堤体下流に主要道路や鉄道、住宅地等があり、施設周辺の人命・財産やライフライ
ンへの影響が極めて大きい施設
② 地域防災計画によって避難路に指定されている道路に隣接するなど、避難・救護活
動への影響が極めて大きい施設

A種 被災による影響が大きい施設

B種 AA種、A種以外の施設

そして、ため池指針によれば、ため池については、地域ごとに様々な配置条件や形状等

があることから、具体的な数値指標を定義することは困難であるが、貯水量が 10万㎥以

上であること、堤高が 10ⅿ以上であることなどを一つの目安（以下「規模等による目安」と

いう。）として、これを満たすた
�

め
�

池を AA種に設定するとされている。ただし、規模等に

よる目安にとらわれるのではなく、被災による影響を考慮した十分な検討が必要であると

されている。

（注 3） レベル 1地震動・レベル 2地震動 「レベル 1地震動」とは、構造物の供用期間中に発

生する確率が高い地震動をいい、「レベル 2地震動」とは、構造物の供用期間中に発

生する確率は低いが大きな強度を持つ地震動をいう。

（注 4） 安全率 レベル 1地震動に対して健全性を損なわない耐震性能を保持しているかを評

価するための数値であり、すべり面に作用する抵抗モーメントの滑動モーメントに

対する比率を示したもの

2 本院の検査結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、有効性等の観点から、対策工事の必要性は詳細調査により適切に判定されている

か、要改修ため池は対策工事を実施するまでの間、適切にソフト対策が講じられているかな

どに着眼して検査した。検査に当たっては、25年度から 30年度までの間に、23府県
（注 5）

におい

て、防災減災事業により詳細調査が実施された 10,346か所のた
�

め
�

池（23府県、194市町村、

12土地改良区等、計 229事業主体、詳細調査に係る業務委託 1,532契約、契約金額計 185億

4531万余円、国庫補助金交付額計 183億 7151万余円。詳細調査以外の費用を含む。）を対象

として、貴省及び 23府県において、業務委託成果品、設計図書等の関係書類等及び現地の

状況を確認するなどして会計実地検査を行うとともに、23府県から防災減災事業を実施し

たた
�

め
�

池について 30年度末における防災減災対策の取組状況に関する調書の提出を受け、

その内容を分析するなどして検査した。

（注 5） 23府県 京都、大阪両府、宮城、福島、群馬、千葉、新潟、富山、石川、山梨、岐

阜、静岡、滋賀、兵庫、和歌山、島根、岡山、徳島、福岡、長崎、大分、宮崎、鹿

児島各県
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（検査の結果）

検査したところ、次のような事態が見受けられた。

⑴ 対策工事の必要性が適切に判定されていない事態

ア 豪雨調査において対策工事の必要性が適切に判定されていない事態

31年 3月末現在、検査の対象とした 10,346か所のうち豪雨調査が実施された 7,860

か所のた
�

め
�

池が所在する 7県において、豪雨調査の照査内容を検査したところ、3,936

か所については要改修ため池と判定されていなかった。

しかし、上記の 3,936か所のうち 5県
（注 6）

の 3,899か所のた
�

め
�

池については、豪雨調査の

実施に当たり、堤体余裕高について、水理計算による照査が実施されていなかったり、

洪水吐断面について、対策工事の緊急性の高いものを把握するなどのために、10年確

率洪水流量に基づくなどして決定した設計洪水流量のみにより照査され、200年確率洪

水流量等に対応した断面が確保されているか照査されていなかったりなどしていた。こ

のため、上記 3,899か所のた
�

め
�

池（これらに係る豪雨調査を含む業務委託 124契約、契

約金額計 9億 3406万余円、国庫補助金交付額計 9億 3271万余円）については、対策工

事の必要性が適切に判定されておらず、200年確率洪水流量等に対応した堤体余裕高又

は洪水吐断面が確保されていない場合に、これに応じた対策工事が実施されなかった

り、対策工事までの間のソフト対策が適切に講じられなかったりするおそれがある状況

となっていた。

（注 6） 5県 宮城、静岡、兵庫、島根、長崎各県

上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

〈事例 1〉

兵庫県の 30市町は、防災減災事業として、平成 25年度から 30年度までの間に実施した

た
�

め
�

池の定期点検（業務委託 112契約、契約金額計 7億 5195万余円、国庫補助金交付額計 7

億 4876万余円）において、7,381か所の豪雨調査を合わせて実施している。

そして、30市町が実施した豪雨調査の照査内容を検査したところ、7,381か所のうち

3,736か所については要改修ため池と判定されていなかった。しかし、30市町は、豪雨調査

において、水理計算による堤体余裕高の照査を実施しておらず、さらに、洪水吐断面の照査

に当たっては、対策工事の緊急性の高いものを把握するなどのために、洪水吐の能力が 50

年確率洪水流量を下回るた
�

め
�

池のみを要改修ため池と判定していた。

このため、要改修ため池と判定されていない 3,736か所（これらに係る豪雨調査を含む業

務委託 106契約、契約金額計 6億 9285万余円、国庫補助金交付額計 6億 9154万余円）につ

いては、200年確率洪水流量等に対応した堤体余裕高又は洪水吐断面が確保されていない場

合に、これに応じた対策工事が実施されなかったり、対策工事までの間のソフト対策が適切

に講じられなかったりするおそれがある状況となっていた。そして、業務委託の成果品を確

認したところ、現に、洪水吐の能力が 200年確率洪水流量を下回っているのに、50年確率

洪水流量を確保していることから、要改修ため池と判定されていないものが見受けられた。

イ 耐震調査において対策工事の必要性が適切に判定されていない事態

31年 3月末現在、検査の対象とした 10,346か所のうち耐震調査が実施された 3,199

か所のた
�

め
�

池が所在する 23府県において、耐震調査の照査内容を検査したところ、21

府県の 2,774か所については、貯水量が 10万㎥未満であったり、堤高が 10ⅿ未満で
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あったりするなど、規模等による目安を満たさないことなどから、被災による影響を十

分に検討することなく、重要度区分が AA種に該当しないとして、L 1照査のみにより

耐震性能が評価されており、L 2照査は実施されていなかった。しかし、規模等による

目安は、AA種に設定する一つの目安にすぎないことから、耐震調査に当たっては、被

災による影響を十分に検討した上で、重要度区分を決定する必要がある。

そこで、2,774か所のた
�

め
�

池について、本院において、施設周辺の人命・財産やライ

フライン、避難・救護活動等への影響が特に大きいと思料される人口集中地区
（注 7）

につい

て、これが浸水想定区域に存在していないかという点に着目してハザードマップ等を確

認したところ、浸水想定区域に人口集中地区が存在するた
�

め
�

池が 16府県
（注 8）

で 131か所見

受けられた。これら 131か所のた
�

め
�

池（これらに係る耐震調査を含む業務委託 93契約、

契約金額計 15億 9423万余円、国庫補助金交付額計 15億 6558万余円）については、人

命等に対する被災による影響が極めて大きく AA種に該当すると認められるが、L 2照

査が行われていないため、対策工事の必要性が適切に判定されておらず、レベル 2地震

動に対する耐震性能が確保されていない場合に、これに応じた対策工事が実施されな

かったり、対策工事が実施されるまでの間のソフト対策が適切に講じられなかったりす

るおそれがある状況となっていた。

また、 3県
（注 9）

の 11か所のた
�

め
�

池（これらに係る耐震調査を含む業務委託 11契約、契約

金額計 2億 2697万余円、国庫補助金交付額計 2億 2616万余円）については、対策工事

の緊急性が高いものを把握するなどのために、L 1照査の結果、安全率が 1.0を下回る

た
�

め
�

池を要改修ため池とすることとしていたことなどから、安全率が 1.2を下回ってい

るのに要改修ため池と判定されていなかった。

このように、耐震調査において対策工事の必要性が適切に判定されていないた
�

め
�

池が

計 142か所（これらに係る耐震調査を含む業務委託 104契約、契約金額計 18億 2121万

余円、国庫補助金交付額計 17億 9175万余円）となっていた。

（注 7） 人口集中地区 Densely Inhabited District（DID）市町村の境域内で人口密度が原則

として 4,000人/㎢以上の国勢調査の基本単位区が隣接して、その人口が 5,000人

以上となる地域

（注 8） 16府県 京都府、福島、群馬、千葉、新潟、山梨、岐阜、静岡、兵庫、和歌山、

島根、福岡、長崎、大分、宮崎、鹿児島各県

（注 9） 3県 宮城、群馬、兵庫各県

上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

〈事例 2〉

福岡市は、平成 29年度に、防災減災事業として、「湯の浦下池外 1箇所農業用ため池耐震

調査業務委託」等 2業務（契約金額計 1931万余円、国庫補助金交付額計 1890万円）を実施し

ている。これらの業務は、湯の浦下池（堤高 7.0ⅿ、貯水量 95,000㎥）、大蔵池（堤高 6.9ⅿ、

貯水量 166,000㎥）及び西ノ谷下池（堤高 12.6ⅿ、貯水量 30,000㎥。以下、これらのた
�

め
�

池を

合わせて「 3池」という。）を対象とする耐震調査を実施したものである。

同市は、耐震調査の実施に当たり、 3池について、規模等による目安を満たさないことか

ら、被災による影響を十分に考慮せずに、重要度区分を A種として、L 1照査のみにより耐

震性能を評価しており、L 2照査は実施していなかった。
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しかし、浸水想定区域図を確認したところ、 3池については、堤体の直下に人口集中地区

が存在しているなど、人命等に対する被災による影響が極めて大きいものとなっており、重

要度区分を AA種として L 2照査を実施する必要があったと認められる。

なお、 3池については、当該業務においてレベル 1地震動に対する耐震性能が確保されて

いないことが確認されたため、耐震改修事業を実施することとして設計（地方単独事業）を

行っていたが、当該設計においても L 2照査は実施されていなかった。

⑵ 要改修ため池について対策工事が実施されるまでの間に適切なソフト対策が実施されて

いない事態

31年 3月末現在、検査の対象とした 10,346か所のた
�

め
�

池のうち、要改修ため池は 23府

県の 5,604か所となっており、このうち 23府県の 5,351か所については、対策工事に着手

されていなかった。これら 5,351か所の要改修ため池については、前記のとおり、対策工

事の実施には所要の時間・調整を必要とすることから、対策工事が実施されるまでの間、

災害を未然に防止するために、ため池管理者等による適切なソフト対策を講ずる必要があ

る。

このため、ため池管理者等による監視・管理体制の強化等の対策の実施状況に着目し

て、23府県を通じて、上記 5,351か所の要改修ため池が所在する市町村に、詳細調査の結

果に応じたソフト対策の実施状況を確認したところ、22府県
（注10）

の 276市町村の 1,554か所に

ついては、特段のソフト対策が講じられていなかった。

そこで、上記 1,554か所の要改修ため池について、前記の調書により、22府県を通じて

276市町村に、ソフト対策の実施に係る調整等をた
�

め
�

池管理者等と行っているか確認した

ところ、1,554か所のうち 1,342か所（これらに係る詳細調査を含む業務委託 775契約、契

約金額計 87億 5255万余円、国庫補助金交付額計 86億 8037万余円）については、詳細調

査の結果を踏まえて実施するソフト対策の具体的な内容が分からないこと、ソフト対策に

係る調整等の必要性を十分に認識していないことなどの理由から、ソフト対策の実施に係

る特段の調整等は行っていなかった。

（注 10） 22府県 京都府、宮城、福島、群馬、千葉、新潟、富山、石川、山梨、岐阜、静

岡、滋賀、兵庫、和歌山、島根、岡山、徳島、福岡、長崎、大分、宮崎、鹿児島各

県

⑴のア及びイの事態並びに⑵の事態には重複しているものがあることから、これらの重複

を除いた 5,298か所のた
�

め
�

池に係る詳細調査を含む業務委託は 937契約、契約金額計 104億

4935万余円、国庫補助金交付額計 103億 5202万余円となる。

（改善を必要とする事態）

豪雨調査又は耐震調査が実施されたた
�

め
�

池について対策工事の必要性が適切に判定されて

いない事態、要改修ため池について対策工事が実施されるまでの間に適切なソフト対策が実

施されていない事態は適切ではなく、改善を図る要があると認められる。

（発生原因）

このような事態が生じているのは、都道府県等において、詳細調査により対策工事の必要

性を適切に判定することや、要改修ため池について対策工事が実施されるまでの間に適切に

ソフト対策を講ずることの重要性についての理解が十分でなかったことにもよるが、次のこ

となどによると認められる。
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ア 貴省において、詳細調査の実施に当たっては、200年確率洪水流量等に基づく水理計算

により照査を行ったり、規模等による目安だけではなく被災による影響を十分に検討して

重要度区分を決定したりするなどした上で、ため池の対策工事の必要性を適切に判定する

ことの重要性について、都道府県等に対する指導が十分でなかったこと

イ 要改修ため池について、対策工事が実施されるまでの間、適切にソフト対策を講ずるこ

との重要性について、都道府県等に対する指導が十分でなかったこと。また、監視・管理

体制の強化等のソフト対策として実施すべき事項を明確に示していなかったこと

3 本院が要求する改善の処置

貴省は、近年の豪雨や地震等の自然災害による被害を踏まえて、ため池の防災減災対策を

一層推進していくこととしている。

ついては、貴省において、ため池の防災減災事業が適切に実施されるよう、次のとおり改

善の処置を要求する。

ア 都道府県等に対して、詳細調査の実施に当たっては、ため池指針を参考とするなどし

て、200年確率洪水流量等に基づく水理計算により照査を行ったり、規模等による目安だ

けではなく被災による影響を十分に検討して重要度区分を決定したりするなどした上で、

ため池の対策工事の必要性を適切に判定するよう指導すること。また、対策工事の必要性

が適切に判定されていないた
�

め
�

池については、必要とされる照査を改めて実施するなど、

対策工事の必要性を把握するための方策を速やかに検討するよう指導すること

イ 都道府県等に対して、監視・管理体制の強化等に係るソフト対策として実施すべき具体

的な事項を示した上で、要改修ため池について、対策工事を実施するまでの間、詳細調査

の結果に応じた適切なソフト対策が講じられるよう指導すること。また、十分なソフト対

策が講じられていない要改修ため池について、ため池管理者等と速やかに調整するなどし

て、ソフト対策が講じられるよう指導すること
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